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日本経済と産業の構造的危機について 
藤田実 

 
はじめに 

・構造的危機とは、戦後の日本経済をけん引してきた成長＝蓄積構造が、ICT革命とグ 

ローバル化によって、機能不全に陥る一方で、新たな成長＝蓄積構造が形成できず、 

危機を深めている。 

 ・それと同時に日本経済の構造的危機はリーマンショック以後の先進資本主義国の停滞 

と混迷によって顕在化された資本主義の最終段階の一局面ととらえることもできる。 

 

1.資本主義のグローバル化と日本経済―内需抑制型・輸出依存型経済構造 

 (1)日本企業のグローバル展開 

① 海外生産比率と海外設備投資比率の増加による投資需要の流出 

1)製造業全体では、2002年の46.3％が2012年には100％を超える。とくに自動車は国内設備投資

の２倍   （1図表） 

  2)対内直接投資は対外直接投資残高の4分の1以下 （2図表） 

    3)日本国内の総固定資本形成は漸減傾向（３図表） 

    4)国内設備投資を減少させながら、その代替として海外設備投資を増加させているのだから、設備 

投資が生み出す需要は海外に流出しているということができる。他方で、海外から日本への設備 

投資は圧倒的に少ないので、設備投資を起点として、経済成長するという流れは弱まっている。 

また海外生産と海外設備投資が増加する一方で、海外から直接投資が増加していないということ 

は、国内で雇用創出が進まず、海外に雇用が流出している。 

(2)2000年代前半の輸出依存の成長構造 

 ①輸出依存の成長構造 

 1)2000年以後の日本経済を支えた輸出（4図表） 

   2)設備投資も輸出に左右される(5図表) 

 ②国内消費の抑制（4図表） 

  1)家計最終消費の停滞 

    2)雇用者報酬の停滞 

② 海外収益の増加にもかかわらず国内へ環流しない構造（６図表） 

1)2000年代の経済成長は、賃金を抑え、国内の消費を置き去りにして、民間企業の設備投資（固定 

資本投資）と輸出によって達成されたということができる。つまり、輸出拡大を起点に、輸出財

（第Ｉ部門と第II部門で生産され、輸出に回る財）を生産する産業の固定資本投資を拡大させ、そ    

れが固定資本を生産する第I部門（生産手段生産部門）に波及していくという関係で経済は成長 

したものの、賃金増加を通じて家計消費に波及することはなかった。また海外直接投資で企業の 

収益は増加したものの、それが家計に波及することもなかった。  

  2)2000年代の経済成長では、賃金部分を抑制して生産コストを下げることで有利な輸出環境を作ると 

ともに、賃金の抑制によって生じた労働者の消費基盤の縮小を他国での消費、すなわち輸出で補完 

していったということである。そして輸出増大とそれに牽引された設備投資によって、一定の成長 

を実現していったのである。 
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 ④アメリカ・中国、自動車産業依存の成長構造 （7・8図表） 

   1) 前半期はアメリカ、後半期にはアメリカと中国、産業では自動車産業に依存する成長構造 

 

2.日本経済の構造的危機と戦後型蓄積構造の矛盾の爆発としての2000年代後半の危機 

 (1)構造的過剰と公共投資・輸出主導型経済の破綻 

  ①製造業の再生産構造は、理論的には第I部門の不均等発展、すなわち第I部門の発展に照応する 

消費拡大のない生産の拡大を恒常化。（村上研一『現代日本再生産構造分析』） 

②戦後日本では国内の家計最終消費支出では吸収されないという意味で、過剰設備＝過剰生産が恒 

常的となり、公共事業や輸出がそのはけ口とされてきた。 

  ③90年代の度重なる公共事業で財政赤字が累積し、公共事業での過剰商品（生産物）の吸収には限 

界。賃金の抑制で個人消費も限界。 

  ④輸出でしか日本経済を支えられなくなったが、90年代の度重なる円高で海外展開が本格化→円安 

に転換しても、輸出は拡大しない構造に。（９図表） 

 (2)格差—系列支配と投資の抑制による経済の縮小 

  ①輸出競争力の維持・向上 

   輸出競争力の維持・向上は、過剰生産を顕在化させないための絶対条件。そのため、生産構造の 

面では、格差系列編成に基づく格差的労働力編成と利潤収奪に基づく蓄積構造が必然。賃金格差 

構造を、生産コストを低下させる果実として輸出企業は享受し、輸出競争力の源泉。 

    →国内消費市場を制限 

  ②2000年以後日本では資本による賃金抑制の圧力が極めて強くなっている。(10図表) 

 

3.日本経済の危機と産業構造 

 (1)産業構造面からみた日本経済の危機 

    ①日本の産業構造における製造業の衰退とサービス経済化  

    1)製造業の衰退 （11・12図表） 

     ・高度加工工業の衰退 

    2)サービス業の停滞と低生産性 （13図表） 

   ②産業構造の転換と危機 

    主導的産業の交替という意味での産業構造の転換が成功していないことが、バブル崩壊後の長 

期にわたる経済停滞の原因になっている。 

   ③輸出競争力の低下 （14図表） 

(2) 情報通信革命と日本的生産システムの矛盾 

  ①ネットワーク型生産システムと日本的生産システムの矛盾 

1) クローズドな垂直統合型システムからオープンな分業システムへの転換  

 ・デジタル化・モジュール化されたエレクトロニクス製品では、アジア企業と連繋し、開発から量産 

までを行うオープンな分業システムが主流  （15図表） 

    ・情報通信革命による工程分割が可能になったことで、短期間での開発し、ＥＭＳを利用した短期間 

での大量生産が行われるようになった。開発に必要な技術も、他社が保有している技術を購入する 

というオープン・イノベーション方式により開発機関を短縮している。 
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③情報通信革命による日本的生産システムの強みの喪失 

1)ICT革命による暗黙知から形式知化へ 

    ・暗黙知に依存していた日本の現場主義は、機械装置の中に形式知化されるようになったのである。 

これにより、形式知化されたノウハウを詰め込んだ機械装置を利用すれば、高品質の製品を作り込 

むことができるようになったことで、日本の現場主義の優位性は衰え始めた。 

   2)ICT革命の下での生産システムの革新 

       ・カンバン方式によるＪＩＴ生産も、情報ネットワークを利用したＳＣＭによって実現された。 

3)日本の現場主義による生産性上の優位性の減少 

    

(3)日本の電機産業における構造変化と競争力の喪失 

① 電機産業の衰退 

1)事業所数では1990年の36,116が2010年には16,564と1990年比で半減した。従業員数は1990 

年の193.9万人が2010年には114.9万人に大幅に減少している。出荷額は1990年の54兆5285 

億円が2010年には44兆3379億円へ、付加価値額は1990年の20兆億849億円円から2010年 

には14兆3068億円にいずれも大幅に減少しており、出荷額の減少と同時に収益性の低下が目 

立っている。（16図表） 

2) エレクトロニクス分野での大幅な輸出競争力の低下 （17図表） 

② エレクトロニクス産業における構造変化 

    1) 製品のデジタル化・モジュール化とファブレス化 

   ・エレクトロニクス産業の場合、多様な生産開発・製造モデルが出現したことで、一社で企画・ 

開発・設計・製造を行わなくても、オープン分業により開発・製造が可能になった。（18図表） 

    ・エレクトロニクス製品のファブレス化が可能になったのは、エレクトロニクス製品のデジタ 

ル化・モジュール化・標準化が進んだから 

2)競争力の喪失 

    ・ブラックボックス化したモジュールを握っている企業（例えばインテル社）を除けば、技術力

とは関係なくその製品の製造に参入できるようになるので、市場は供給過剰になり、市場価

格は低下する。そのため、大量生産—大量販売により規模の経済を発揮し、生産コストを劇的

に低下させない限り、価格低下により生産コストをまかなえない状態になる。 

・日本の電機企業は国内市場が縮小するとともに、モジュール化による競争の激化で世界市場 

シェアも低下しているので、大量生産が困難になり、その結果製品一単位当たりの生産コス 

トが割高になり、競争力を喪失していった。 

③ 製品構造の単純化とプロセス技術の複雑性の増加（半導体産業の場合） 

１）オープン・オブジェクト指向型ＭＥＳ（Manufacturing Execution Sysytem）」導入の遅れ 

     ・生産および生産状況の見える化と原価および原価発生状況の見える化が実現し、工程の柔 

軟性を高めることでサイクルタイムを大幅に短縮 

   ２）プロセス技術の複雑性の増加と現場主義による品質改善効果の減少 

          ・半導体製造過程の複雑化に対応した完全自動化システムが導入されたことで、不良品を生 

み出す要因が「人」要因から、システマティック欠陥（パターン設計や装置特性に依存す 

る欠陥）に変化した。これにより日本企業が得意としてきた現場の改善活動による歩留ま 

り向上の効果が薄れ、エンジニア主導の問題解決が主流となる中で、現場の技能労働者と 
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のチームワークが崩れ、技能労働者のモチベーションを低下させていった。半導体では、プ 

ロセス技術の遅れが、産業の競争力を低下させていったのである。 

④アメリカに従属した産業政策＝日米半導体協定（半導体の場合） 

1)日本企業のＤＲＡＭ依存を強め、アメリカが強みとしていたＭＰＵなど論理回路分野への進 

出を断念。 

2)ダンピング防止策のＦＭＶはＤＲＡＭ価格を高止まりさせることで、生産コストを低下させ 

た日本企業に超過利潤をもたらしたが、同時に経営危機に陥っていたアメリカ唯一のＤＲＡ

Ｍ専業企業マイクロン・テクノロジーも利潤を得られる価格を保障されることになった。 

3)日米半導体協定では、超ＬＳＩ技術研究組合などの産業政策の成果を外国企業も公正に利用 

できるようにする条項が結ばれるなど，官民一体となった日本の産業政策を牽制。2000年代 

には、乱立。 

4)日米半導体協定の下で、日本の半導体企業は海外展開の圧力にさらされ、1987年から90年に 

かけてアメリカやイギリス、ドイツなどに海外直接投資を実行している。この時期の海外直 

接投資が資金面・人材面で重荷となり、日米半導体協定下での圧力や半導体不況により、当 

時の最先端の新ＭＥＳを備えた完全自動化された200mm半導体工場への投資が進まず、生産 

性を上昇させることができなかった。 

⑤強みを失った半導体産業 

1)需要が拡大している論理ASPとDRAM （20図表）  

2)アメリカは論理ASP分野とMPU分野で強み、アジア企業はDRAM事業で圧倒的に強み, 

日本は強みを失っている。（21図表） 

⑥2000年代前半の設備投資の抑制（液晶テレビの場合） 

1)第五世代の製造装置導入の遅れ 

         ・日本電機産業はＩＴバブルの崩壊で巨額の赤字を計上し、積極的な導入が見送られることに 

なった。ところが、韓国のサムスン電子はＩＴバブル崩壊後の不況期でも大型投資を継続 

し、次の需要拡大期に市場の要請に応えることができ、一挙に日本企業とシェアを逆転さ 

せた（19図表参照）。 

⑦強大な市場取引者（ＮＴＴなどの通信キャリア）依存（スマホの場合 

    1) 通信キャリアが端末市場までも支配するという日本の通信産業の特殊性 

          ・通信キャリアはスマートフォンの開発や導入に積極的でなかった。またスマートフォンで 

は、トラフィック量が激増するため、通信キャリアもその普及を好まず、そのため通信キ 

ャリア支配下の端末メーカーも製造するという発想がなかった。 

 

おわりに 

 ・日本の経済と産業の危機は、戦後型蓄積構造の矛盾の爆発であり、解体の最終局面。 
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注：設備投資比率は（海外連結設備投資÷単体国内設備投資）×100 

 出所：日本政策投資銀行「設備投資計画調査」 

   出所：日本貿易振興機構「直接投資統計」 

 
     出所：内閣府「国民経済計算」、日本銀行・財務省「国際収支統計」 
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【1図表】 海外設備投資比率 
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【2図表】日本の直接投資残高 
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【3図表】 国内投資と海外投資 

総固定資本形成 
対外直接投資 
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5図表 業種別設備投資と売上高輸出比率 

     （1982〜94年度）                  （1995〜2007年度） 

 

斉藤俊輔「設備投資を巡る厳しい環境」『第一生命経済研レポート』2009年2月 

 

 

 出所：財産所得と賃金は「国民経済計算」、所得収支は「国際収支統計」 
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【６図表】 日本の所得収支と賃金・財産所得の推移（1996年＝100） 

財産所得 
賃金 
所得収支 

6 



 
ポスト冷戦研究会 

2014.9.20 
 

 

 
出所：財務省「貿易統計」 

 
出所：財務省「貿易統計」 
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【８図表】 アメリカへの自動車種輸出割合 
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【9図表】 輸出数量指数（2010年＝１００） 
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出所：日本労働政策研究・研修機構『データブック国際労働比較2012年版』 
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10図表 日本の賃金抑制（対前年上昇率、製造業） 
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 出所：財務省『貿易統計』 
【15図表】iPodのＬＳＩ製造にみるグローバル分業構造 
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14図表 産業競争力の変化 
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その他汎用部品 Wolfson Microelectonics        

 (コーデックLSI) 

 

esillicon 

英華達股份有限公司（台湾）（受託製造） 
 上海工場（中国） 
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＊ Soc・・・System on chipの略で半導体集積回路ＩＣ（電子部品）の一種 

＊ ＬＳＩ・・・半導体集積回路ＩＣ（電子部品）の一種 

DFM・・・Design For Manufacturing 量産製造段階の設計サー 

出所：井上弘基（2005）と他資料から作成 

 

 
 

 
 出所：財務省『貿易統計』 

-0.8
-0.6
-0.4
-0.2

0
0.2
0.4
0.6
0.8

1
1.2

【17図表】 電子産業の凋落 
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【18図表】 製造業の多様なモデル  

 
【19図表】 

 
  出所：中田行彦（2010）「日本はなぜ液晶ディスプレーで韓国、台湾に追い抜かれたのか」（『イノベー

ション・マネ ジメント』第５号） 

【20図表】製品別半導体市場シェア推移 

 
出所：中屋雅夫（2012）「日本半導体産業の課題：2000年代における日本半導体産業の不振」一橋大学 

イノベーション研究センター 
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【21図表】日米半導体企業の収益源の変化 

 
 
【22図表】日本アジア企業の国際比較 

 
吉森崇・中屋雅夫（2013）「国内論理系半導体産業の分析と将来戦略」『電子情報通信学会誌』96巻 
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